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道路等により土地の一部が利用された残地における既存宅地の確認「都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律」 旧法４３条１項６号（平成１２年法律第７３号）の施行日（平成１３年５月１８日）をもって既存宅地確認制度は廃止◎ 立地基準編第７章（P138～P149）既存宅地の確認を受けることのできる土地において、当該土地の一部に、法第２９条第１項第２号、第３号若しくは法第３４条第９号等に該当する建築物等が建築等された場合、又は、当該土地が道路等により区分された場合の残地における既存宅地の確認については、次のとおり取り扱う。下記例の１、２については建築物等の完成後、３については開発行為完了後、４については道路等（道路等のうち「道路」については建築基準法第４２条第１項第１号、第２号又は第４号に規定する道路に限る。）により区分された後に、当該敷地の残地において既存宅地の確認を行うことができることとする。(例) 分割１工 場 等 農家住宅 残地等(29-2)道 路 土地の一部を利用従 前 敷 地既存宅地の確認を受け ２ることのできる土地 小学校等 残地(34-1,34-14)３ 沿道ｻｰﾋﾞｽ施設等 残地(34-9)４ 道残地 路 残地等(注) 例４の道路等に該当するものとしては、道路のほか都市公園法又は自然公園法に基づき設置された公園等が考えられる。また、国又は地方公共団体が事業主体となって施行した公共施設により既存宅地の確認を受けることのできる土地が区分されて生じた残地についても、土地利用等に特段の支障のないものは、同様に取り扱うこととする。※ 本取扱いにおいて「旧法」とは、「都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成１２年法律第７３号）」による改正前の都市計画法をいう。


